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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 
  

 
(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載

しておりません。 
２  売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。 

  

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期 
第２四半期 
連結累計期間

第48期 
第２四半期 
連結累計期間

第47期 
第２四半期 
連結会計期間

第48期 
第２四半期 
連結会計期間

第47期

会計期間

自  平成21年 
     ４月１日 
至  平成21年 
     ９月30日

自  平成22年 
     ４月１日 
至  平成22年 
     ９月30日

自  平成21年 
     ７月１日 
至  平成21年 
     ９月30日

自  平成22年 
     ７月１日 
至  平成22年 
     ９月30日

自  平成21年 
    ４月１日 
至  平成22年 
    ３月31日

売上高 (百万円) 14,488 13,909 7,664 7,631 31,994 

経常利益 (百万円) 714 363 482 330 1,636 

四半期(当期)純利益 (百万円) 312 135 241 175 825 

純資産額 (百万円) ― ― 10,399 10,732 10,883 

総資産額 (百万円) ― ― 17,823 19,122 20,372 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,057.73 1,091.83 1,108.66 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 (円) 36.20 15.68 28.05 20.35 95.75 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ─ ─ ─ ─ ─ 

自己資本比率 (％) ― ― 51.2 49.2 46.9 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) 424 109 ― ― 887 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △262 0 ― ― △1,594 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △367 345 ― ― △101 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 (百万円) ― ― 2,531 2,379 1,926 

従業員数 (名) ― ― 1,448 1,522 1,429 
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。   

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

なお、当社の連結子会社である株式会社日空筑波は、平成22年９月17日付でイーテック・ジャパン株式

会社へ社名変更しております。 

  

  

(1) 連結会社の状況 
平成22年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。 
２ 臨時従業員(契約社員及びパートタイマー)につきましては、(  )内に当第２四半期連結会計期間の平均雇用

人員(１日８時間換算)を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成22年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 臨時従業員(契約社員及びパートタイマー)につきましては、(  )内に当第２四半期会計期間の平均雇用人員
(１日８時間換算)を外数で記載しております。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 1,522 
(744) 

従業員数(名) 862 
(393) 
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第２ 【事業の状況】 

当社グループは、報告セグメントを単一のセグメントとしておりますので、セグメント情報に関連付け

た記載を行っておりません。 

  

(1) 生産実績 
当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため「生産実績」の記載をしておりませ
ん。 

  

(2) 受注実績 

当第２四半期連結会計期間における受注実績を種類別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 当社グループは単一セグメントでありますので、セグメントごとの記載に代えて、種類別での受注実績の記

載をしております。 
２ 種類別間の取引については、相殺消去しております。 
３ 当社グループでは建物設備メンテナンスは受注生産を行っていないため「受注実績」の記載をしておりませ
ん。 

     ４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

名称 受注高(百万円) 前年同四半期比(％) 受注残高(百万円) 前年同四半期比(％)

建物設備メンテナンス ― ─ ― ─ 

建物設備工事 2,014 ─ 1,996 ─ 

合計 2,014 ─ 1,996 ─ 
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(3) 売上実績 

当第２四半期連結会計期間における売上実績を種類別及び地域別に示すと、次のとおりでありま

す。 

①種類別 

 
②地域別 

 
(注) １ 当社グループは単一セグメントでありますので、セグメントごとの記載に代えて、種類別及び地域別での売

上実績の記載をしております。 
     ２ 種類別間の取引及び地域別間の取引については、相殺消去しております。 
     ３ 主な相手先別の売上実績及び当該売上実績の総売上実績に対する割合については、当該割合が100分の10以

上の相手先がありませんので記載を省略しております。 
４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変

動等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありませ

ん。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりませ

ん。 

  

名称 売上高(百万円) 前年同四半期比(％)

建物設備メンテナンス 6,100 ─ 

建物設備工事 1,530 ─ 

合計 7,631 ─ 

名称 売上高(百万円) 前年同四半期比(％)

東日本 3,289 ─ 

中日本 2,802 ─ 

西日本 1,478 ─ 

小計 7,570 ─ 

中国 60 ─ 

合計 7,631 ─ 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)

が判断したものであります。 

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、2009年３月を底に順調な回復を続けてきました

が、海外経済の減速や円高の進行を背景とした輸出の弱含みを主因として、回復ペースは鈍化しまし

た。設備投資は、企業収益の回復、設備稼働率の上昇を受けて持ち直していますが、企業の設備投資へ

の慎重な姿勢は崩れておらず、引き続き前年度比減額計画になっています。ビルメンテナンス業界にお

きましても、引き続き設備更新の先送りや施設の維持管理コストの見直し意識が強いなど厳しい経営環

境が続いております。 

このような経営環境の中、当社グループにおいては、サービスを提供する現場でのお客様との接点を

最重要視し、当社のノウハウを活かした設備診断、ソリューション提案、省エネ・省コスト提案を通じ

てお客様の求める潜在的ニーズの掘り起こしにつとめ、新規物件の獲得や既存契約の維持に取り組んで

まいりました。しかしながら、入札により大型病院を逸注したことや設備更新の先送り等によるリニュ

ーアル工事の減少などにより、当第２四半期連結会計期間の売上高は76億31百万円（前年同期比0.4％

減）となりました。利益面につきましても、営業利益は３億18百万円（前年同期比28.2％減）、経常利

益は３億30百万円（前年同期比31.4％減）、四半期純利益は１億75百万円（前年同期比27.5％減）とな

りました。 

なお、当社グループは、建物設備のライフサイクルに合わせて、メンテナンスサービスとリニューア

ル工事とを一体化した事業活動を展開しており、報告セグメントを単一としております。 

  

(2) 財政状態の分析 

（資産） 

総資産は、前連結会計年度末に比べて6.1％減少し、191億22百万円となりました。 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて8.7％減少し、104億23百万円となりました。これは主に、現

金及び預金が４億66百万円、未成工事支出金が３億10百万円、それぞれ増加し、受取手形・完成工事未

収入金等が18億16百万円減少したことなどによります。  

固定資産は、前連結会計年度末に比べて2.8％減少し、86億98百万円となりました。これは主に、投

資有価証券が２億円減少したことなどによります。 

（負債） 

負債は、前連結会計年度末に比べて11.6％減少し、83億89百万円となりました。  

流動負債は、前連結会計年度末に比べて15.0％減少し、66億57百万円となりました。これは主に、１

年内返済予定の長期借入金が１億75百万円、短期借入金が１億１百万円、それぞれ増加し、支払手形・

工事未払金等が13億62百万円減少したことなどによります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて4.3％増加し、17億32百万円となりました。これは主に、役

員退職慰労引当金が１億94百万円減少し、長期借入金が２億58百万円増加したことなどによります。 

（純資産） 

純資産は、前連結会計年度末に比べて1.4％減少し、107億32百万円となりました。これは主に、その

他有価証券評価差額金が１億20百万円減少したことなどによります。自己資本比率は49.2％となり、前

連結会計年度末に比べて2.3ポイント改善しました。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は23億79百万円となり、第１四半期連結

会計期間末より12億90百万円減少しました。 

当第２四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、16億92百万円の減少

となり、前年同四半期連結会計期間に比べて８億47百万円の減少となりました。これは主に、税金

等調整前四半期純利益が３億71百万円と前年同四半期連結会計期間に比べて１億18百万円減少した

ことや、売上債権の増加額が12億39百万円と前年同四半期連結会計期間に比べて６億90百万円増加

したことなどによります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、50百万円の増加とな

り、前年同四半期連結会計期間に比べて23百万円の増加となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、３億53百万円の増加

となり、前年同四半期連結会計期間に比べて１億35百万円の増加となりました。これは主に、長期

借入金の返済による支出が68百万円増加したものの、短期借入金の純増減額が２億４百万円の純増

加となったことなどによります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、６百万円であります。 

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下のとおりであります。 

 
(注)  当社グループは、単一のセグメントとしておりますので、セグメント情報に関連付けた記載を行っておりませ

ん。 

会社名 事業所名 
(所在地)

設備の 
内容 

投資予定額(百万円)
資金調達方法 着手 

年月 
完了予定 
年月総額 既支払額

㈱日本空調東海
静岡営業所 
(静岡市 
 駿河区) 

営業用 
建物 
土地 

141 ─ 自己資金及び 金融機関からの借入 
平成22年 
10月 

平成23年 
３月
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000 

計 36,000,000 

種類
第２四半期会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成22年９月30日)

提出日現在発行数(株) 
(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 
取引業協会名

内容

普通株式 9,946,000 9,946,000 

東京証券取引所 
（市場第一部） 
名古屋証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数は100株
であります。 

計 9,946,000 9,946,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額 
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 
(百万円)

平成22年９月30日 ― 9,946,000 ― 1,139 ─ 362 
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(6) 【大株主の状況】 

平成22年９月30日現在 

 
(注) １ 上記のほか当社所有の自己株式1,325千株（13.33％）があります。 

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 
 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）       205千株 
 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）           161千株 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権10個)含まれ

ております。 
２ 「単元未満株式」欄には当社所有の自己保有株式30株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本空調サービス従業員持株会 名古屋市名東区照が丘239番２ 842 8.47 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 410 4.12 

大橋一夫 愛知県日進市 350 3.52 

株式会社愛知銀行 名古屋市中区栄３丁目14番12号 334 3.36 

林  弘二 愛知県尾張旭市 300 3.02 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 282 2.84 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８－11 205 2.07 

岐阜信用金庫 岐阜県岐阜市神田町６丁目11 200 2.01 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 東京都港区浜松町２丁目11番３号 161 1.62 

林  伸健 愛知県愛知郡長久手町 152 1.53 

計 ― 3,238 32.56 

   平成22年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) (自己保有株式) ― ―普通株式     1,325,900 

完全議決権株式(その他) 普通株式     8,617,800 86,178 ―

単元未満株式 普通株式         2,300 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 9,946,000 ― ―

総株主の議決権 ― 86,178 ―
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② 【自己株式等】 

平成22年９月30日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所 自己名義所有 

株式数(株)
他人名義所有 
株式数(株)

所有株式数の 
合計(株)

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
日本空調サービス
株式会社 

名古屋市名東区
照が丘239番２ 1,325,900 ― 1,325,900 13.33 

計 ― 1,325,900 ― 1,325,900 13.33 

２ 【株価の推移】

月別 平成22年 
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月    

最高(円) 805 790 722 742 720 739    

最低(円) 733 702 691 702 701 705    

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第２

四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成

22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人

による四半期レビューを受けております。 

なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22

年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっております。 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 3,080 2,613 
受取手形・完成工事未収入金等 6,216 8,032 
未成工事支出金 ※1  551 ※1  240 

原材料及び貯蔵品 11 11 
その他 572 537 
貸倒引当金 △9 △15 

流動資産合計 10,423 11,421 
固定資産   
有形固定資産   
建物 4,998 5,205 
減価償却累計額 △2,675 △2,754 

建物（純額） 2,322 2,450 
土地 4,333 4,349 
建設仮勘定 0 － 
その他 656 629 
減価償却累計額 △491 △465 

その他（純額） 165 163 

有形固定資産合計 6,822 6,964 
無形固定資産   
ソフトウエア 72 50 
その他 24 47 
無形固定資産合計 97 97 

投資その他の資産   
投資有価証券 1,218 1,418 
その他 610 478 
貸倒引当金 △49 △7 

投資その他の資産合計 1,779 1,889 

固定資産合計 8,698 8,950 

資産合計 19,122 20,372 
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   
流動負債   
支払手形・工事未払金等 2,818 4,181 
短期借入金 610 509 
1年内返済予定の長期借入金 332 157 
未払費用 1,056 1,064 
未払法人税等 196 217 
過年度工事補修費引当金 27 37 
受注損失引当金 ※1  43 ※1  1 

その他 1,572 1,659 
流動負債合計 6,657 7,827 

固定負債   
長期借入金 549 291 
退職給付引当金 549 566 
役員退職慰労引当金 518 713 
執行役員退職慰労引当金 91 85 
資産除去債務 20 － 
その他 2 2 
固定負債合計 1,732 1,660 

負債合計 8,389 9,488 
純資産の部   
株主資本   
資本金 1,139 1,139 
資本剰余金 1,173 1,173 
利益剰余金 7,572 7,593 
自己株式 △660 △660 

株主資本合計 9,225 9,246 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 188 309 
為替換算調整勘定 △2 0 
評価・換算差額等合計 186 310 

少数株主持分 1,320 1,327 
純資産合計 10,732 10,883 

負債純資産合計 19,122 20,372 
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 14,488 13,909 
売上原価 11,860 11,539 
売上総利益 2,628 2,369 
販売費及び一般管理費   
役員報酬 198 194 
給料手当及び賞与 1,109 1,118 
退職給付費用 42 47 
役員退職慰労引当金繰入額 43 58 
執行役員退職慰労引当金繰入額 11 8 
その他 561 617 
販売費及び一般管理費合計 1,968 2,044 

営業利益 660 325 

営業外収益   
受取利息 1 0 
受取配当金 16 14 
保険配当金 25 4 
受取保険金 － 15 
その他 20 15 
営業外収益合計 63 51 

営業外費用   
支払利息 3 6 
減価償却費 2 2 
その他 2 4 
営業外費用合計 8 12 

経常利益 714 363 
特別利益   
貸倒引当金戻入額 3 4 
固定資産売却益 10 99 
その他 － 5 
特別利益合計 13 109 

特別損失   
固定資産売却損 0 61 
固定資産除却損 0 0 
貸倒引当金繰入額 － 41 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 15 
その他 0 － 

特別損失合計 1 117 

税金等調整前四半期純利益 727 355 
法人税等 ※1  342 ※1  186 

少数株主損益調整前四半期純利益 － 169 

少数株主利益 72 34 
四半期純利益 312 135 
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【第２四半期連結会計期間】 
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 7,664 7,631 
売上原価 6,290 6,344 
売上総利益 1,373 1,287 
販売費及び一般管理費   
役員報酬 97 95 
給料手当及び賞与 547 538 
退職給付費用 22 26 
役員退職慰労引当金繰入額 21 19 
執行役員退職慰労引当金繰入額 5 4 
その他 234 284 
販売費及び一般管理費合計 929 968 

営業利益 444 318 
営業外収益   
受取利息 0 0 
受取配当金 6 4 
保険配当金 25 4 
その他 10 7 
営業外収益合計 42 18 

営業外費用   
支払利息 1 3 
減価償却費 1 1 
その他 1 1 
営業外費用合計 3 5 

経常利益 482 330 
特別利益   
貸倒引当金戻入額 △2 △2 
固定資産売却益 10 99 
その他 － 5 
特別利益合計 7 101 

特別損失   
固定資産売却損 0 61 
固定資産除却損 0 0 
特別損失合計 0 61 

税金等調整前四半期純利益 490 371 
法人税等 ※1  211 ※1  163 

少数株主損益調整前四半期純利益 － 208 

少数株主利益 36 32 
四半期純利益 241 175 

4658/2011年-16-



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純利益 727 355 
減価償却費 103 123 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 15 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 35 
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △35 △36 
受注損失引当金の増減額（△は減少） 5 41 
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 36 △189 
受取利息及び受取配当金 △17 △14 
支払利息 3 6 
売上債権の増減額（△は増加） 1,625 1,812 
たな卸資産の増減額（△は増加） 8 △311 
仕入債務の増減額（△は減少） △1,677 △1,360 
その他の流動資産の増減額（△は増加） 20 △34 
その他の流動負債の増減額（△は減少） 134 △27 
その他 0 △115 

小計 927 300 
利息及び配当金の受取額 16 13 
利息の支払額 △3 △6 
法人税等の支払額 △516 △198 

営業活動によるキャッシュ・フロー 424 109 
投資活動によるキャッシュ・フロー   
有形固定資産の取得による支出 △283 △63 
有形固定資産の売却による収入 70 117 
投資有価証券の取得による支出 △14 △13 
投資有価証券の売却による収入 － 0 
貸付けによる支出 △8 △5 
貸付金の回収による収入 6 8 
その他の支出 △152 △89 
その他の収入 120 46 

投資活動によるキャッシュ・フロー △262 0 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） △132 101 
長期借入れによる収入 － 600 
長期借入金の返済による支出 △48 △166 
配当金の支払額 △155 △155 
少数株主への配当金の支払額 △31 △33 
その他 △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △367 345 

現金及び現金同等物に係る換算差額 3 △2 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △201 453 

現金及び現金同等物の期首残高 2,732 1,926 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  2,531 ※1  2,379 
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【継続企業の前提に関する事項】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

 
  

【表示方法の変更】 

 
  

 
  

【簡便な会計処理】 

 
  

項目
当第２四半期連結累計期間 
 (自 平成22年４月１日   
  至 平成22年９月30日)

１ 会計処理基準に関する
事項の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 
第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基

準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」
(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)を適用しております。 
これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益への影響額は軽微で

すが、税金等調整前四半期純利益は16百万円減少しております。また、当会計基準
等の適用開始による資産除去債務の変動額は20百万円であります。 

項目
当第２四半期連結累計期間 
 (自 平成22年４月１日   
  至 平成22年９月30日)

１ 四半期連結損益計算書
関係 

  「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に
基づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内
閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結累計
期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

項目
当第２四半期連結会計期間 
 (自 平成22年７月１日   
  至 平成22年９月30日)

１ 四半期連結損益計算書
関係 

  「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に
基づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内
閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結会計
期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

項目
当第２四半期連結累計期間 
 (自 平成22年４月１日   
  至 平成22年９月30日)

１ 一般債権の貸倒見積高
の算定方法 

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したもの
と著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用し
て貸倒見積高を算定しております。 

２ 固定資産の減価償却の
方法 

定率法を採用している資産につきましては、連結会計年度に係る減価償却費の額
を期間按分する方法により算定しております。 

３ 繰延税金資産及び繰延
税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境
等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会
計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方
法によっております。 
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

 
  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

項目
当第２四半期連結累計期間 
 (自 平成22年４月１日   
  至 平成22年９月30日)

１ 税金費用の計算 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理
的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用
しております。 
なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※1  損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金
と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示して
おります。 
損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事
支出金のうち、受注損失引当金に対応する額は２百
万円であります。 

※1  損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金
と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示して
おります。 
損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事
支出金のうち、受注損失引当金に対応する額は１百
万円であります。 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※1  法人税等の表示方法 
      法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を
「法人税等」として一括掲記しております。 

※1  法人税等の表示方法 
同左

(自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間

※1  法人税等の表示方法 
      法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を
「法人税等」として一括掲記しております。 

※1  法人税等の表示方法    
同左

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※1   現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
(平成21年９月30日現在) 

 

現金及び預金 3,159百万円
預入期間が３か月超の定期預金 △628百万円
現金及び現金同等物 2,531百万円

※1   現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
(平成22年９月30日現在) 

 

現金及び預金 3,080百万円
預入期間が３か月超の定期預金 △700百万円
現金及び現金同等物 2,379百万円
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(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日) 

  

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 
 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の
効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 
  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末

普通株式(株) 9,946,000 

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末

普通株式(株) 1,325,930 

決議 株式の種類 配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

 平成22年６月24日 
 定時株主総会 普通株式 155 18.00 平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金

決議 株式の種類 配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

 平成22年10月29日 
 取締役会 普通株式 120 14.00 平成22年９月30日 平成22年11月26日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

 
(注) １  事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。  

２  各事業区分に属する主な内容 

 
  

  

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日) 

 
(注) １  事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。  

２  各事業区分に属する主な内容 

 
  

  

 
建物設備 

メンテナンス業 
(百万円)

建物設備 
工事業 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高      

 (1) 外部顧客に対する売上高 6,186 1,478 7,664 ― 7,664 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 1 ─ 1 (1) ― 

計 6,187 1,478 7,666 (1) 7,664 

営業利益 573 4 578 (134) 444 

事業区分 主な内容

建物設備メンテナンス業 建物設備等のメンテナンス、維持管理 

建物設備工事業 建物設備等の設計、施工 

 
建物設備 

メンテナンス業 
(百万円)

建物設備 
工事業 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高      

 (1) 外部顧客に対する売上高 11,713 2,775 14,488 ― 14,488 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 2 ─ 2 (2) ― 

計 11,715 2,775 14,490 (2) 14,488 

営業利益 907 24 931 (271) 660 

事業区分 主な内容

建物設備メンテナンス業 建物設備等のメンテナンス、維持管理 

建物設備工事業 建物設備等の設計、施工 
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【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

 
(注)  国又は地域の地理的近接度により区分しております。 

  

  

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日) 

 
(注)  国又は地域の地理的近接度により区分しております。 

  

  

【海外売上高】 

第２四半期連結会計期間 

前第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

第２四半期連結累計期間 

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

 日本 
(百万円)

中国 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高      

 (1) 外部顧客に対する売上高 7,543 120 7,664 ― 7,664 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 ─ ─ ─ ─ ― 

計 7,543 120 7,664 ─ 7,664 

営業利益 568 9 578 (134) 444 

 日本 
(百万円)

中国 
(百万円)

計 
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高      

 (1) 外部顧客に対する売上高 14,278 210 14,488 ― 14,488 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 0 ─ 0 (0) ― 

計 14,278 210 14,489 (0) 14,488 

営業利益 919 11 931 (271) 660 
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【セグメント情報】 

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

当社グループは、国内各拠点及び中国において、建物設備のメンテナンス・維持管理、設備診断・環境

診断、ソリューション提案を行うメンテナンスサービスとそれらサービスを提供する現場から派生するリ

ニューアル工事を手がけ、建物設備のライフサイクルに合わせて、メンテナンスサービスとリニューアル

工事とを一体化した事業活動を展開しております。 

従って、当社グループは、国内各拠点及び中国において同一の事業展開をしているため、報告セグメン

トを１つとしております。 

  

(金融商品関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日) 

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

(有価証券関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当第２四半期連結会計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

当第２四半期連結会計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 
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(資産除去債務関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日) 

資産除去債務は、企業集団の事業運営において重要なものではなく、かつ、四半期連結貸借対照表

計上額その他の金額に前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

(注)  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平

成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

21号 平成20年３月31日)を適用しているため、第１四半期連結会計期間の期首における残高

を前連結会計年度の末日における残高としております。 

  

(賃貸等不動産関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日) 

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。 
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

 
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  
  
２  １株当たり四半期純利益金額等 

第２四半期連結累計期間 

 
(注) １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎   

 
  
  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

 
１株当たり純資産額 1,091円83銭
  

１株当たり純資産額 1,108円66銭 
 

項目 当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 10,732 10,883 

普通株式に係る純資産額(百万円) 9,411 9,556 

差額の主な内訳(百万円) 
  少数株主持分  1,320 1,327 

普通株式の発行済株式数(株) 9,946,000 9,946,000 

普通株式の自己株式数(株) 1,325,930 1,325,930 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
四半期末(期末)の普通株式の数(株) 8,620,070 8,620,070 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

   なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

１株当たり四半期純利益金額 36円20銭

 

   なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

１株当たり四半期純利益金額 15円68銭

項目 (自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 
(百万円) 312 135 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 312 135 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─ 

普通株式の期中平均株式数(株) 8,620,081 8,620,070 
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第２四半期連結会計期間 

 
(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

   

  
(重要な後発事象) 

当第２四半期連結会計期間(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日) 

退職給付制度の変更について 

当社及び一部の国内連結子会社は、平成22年10月１日に適格退職年金制度から確定拠出年金制度

に移行するとともに、退職一時金の規程を改訂いたしました。その結果、特別損失を128百万円計

上するとともに、過去勤務債務が317百万円発生する見込みです。 

なお、上記については、９月30日現在の数値であり、実際の年金資産の移管時点において、それ

ぞれの数値が変動する可能性があります。また、確定拠出年金制度への移行に伴う会計処理につい

ては、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用して

おります。 

(自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間

 

１株当たり四半期純利益金額 28円05銭
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

  

１株当たり四半期純利益金額 20円35銭
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

 

項目 (自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
  至 平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 
(百万円) 241 175 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 241 175 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─ 

普通株式の期中平均株式数(株) 8,620,073 8,620,070 
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第48期(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)中間配当については、平成22年10月29日開催の取

締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行

うことを決議いたしました。 

 
  

２ 【その他】

 ① 配当金の総額 120百万円 

 ② １株当たりの金額 14円00銭 

 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年11月26日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成21年11月12日

日本空調サービス株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日
本空調サービス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会
計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日か
ら平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益
計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸
表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明
することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ
ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行
われた。 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本空調サービス株式会社及び連結子会社
の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累
計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信
じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

 
あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員  公認会計士   宮本  正司      ㊞ 

指定社員 
業務執行社員  公認会計士   湯本  秀之      ㊞ 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成22年11月11日

日本空調サービス株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日
本空調サービス株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会
計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日か
ら平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益
計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸
表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明
することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ
ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行
われた。 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本空調サービス株式会社及び連結子会社
の平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累
計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信
じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
追記情報 
重要な後発事象に記載されているとおり、会社及び一部の国内連結子会社は、平成22年10月１日に適格退
職年金制度から確定拠出年金制度に移行するとともに、退職一時金の規程を改訂している。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

有 限 責 任   あ ず さ 監 査 法 人 

指定有限責任社員 
業務執行社員  公認会計士 宮本 正司  ㊞

指定有限責任社員 
業務執行社員  公認会計士 湯本 秀之  ㊞

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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